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〈要約〉
空間的に拡張された市場をもち，区域間に交易が展開する空間経済（spatial economy）
において，伝統的な比較優位性（comparative advantages）の要因に因らない地理的特化
（geographical specialization）が発生する可能性をみる。
まず，輸送費用が財フローの逓増的増加函数の形状を成すとき，道路網を環境創出型
（creation of atmosphere）の（準）公共財とみなせば，定率通行料制の下で自由利用が容認
されるとき，排除可能性（excludability）が働かず，道路網の過大利用が促され一種の混
雑現象（congestion）が発生する可能性をみる。
次に，無費用で自由に移動可能な資本と労働に加えて移転不能な土地を生産要素とする
１次同次生産函数の下で n 種消費財を生産する過程が想定され，地域全体の消費からの
総効用を最大化する最適な生産活動が満たすべき効率性条件が導かれる。かかる条件は消
費過程のあり方とは独立に導出され，利潤動機にしたがう主体から成る市場の均衡におい
て実現されることをみる。このとき，最適（均衡）条件は，空間的な財価格と地代の間の１
対１の対応関係を導く。
最後に，財フローで表わされる財の輸送活動が資本と労働の消費という形での費用を要
請し，その水準が財フローの増加とともに逓増的に増加していくところで，生産要素とし
ての土地の移動不能性に起因する地理的特化の発生可能性をみると同時に，道路網の最適
利用水準を上回る過大利用にともなう混雑現象を含む市場均衡が実現する潜在的可能性を
みる。
上の混雑現象を内部化するための適切な追加的通行税の賦課を俟って市場均衡が道路網
の最適利用水準を回復する可能性が指摘される。
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序既存の限定された数の次元の中では無関係として捨象されたり，その本質が歪められたりする現
象も，適切な次元が１つ追加されたとき，その本性を覗かせてくることもあり得るであろう。
経済活動がその展開場所における地域性や立地条件に影響され，逆に，それに影響を与えるなら
ば，その経済活動は，空間的に拡張された，すなわち１つ次元が追加された空間経済（spatial econ-
omy）における活動とみなすことが妥当となろう。
地域圏の境界を越えた圏外への移動が不能な生産要素を抱えた経済は，その移動不能性からした
がう固有性の中に，他との比較を通じて相対的な優位性を見出したとき，圏外との交易を行う誘因
を持ち，交易の結果として，優位性に根差した特化（specialization）の現象が形成されていくと理
解されてきた。
しかるに，上の空間経済において見られる特化は，それとは趣を異にする。比較優位性が存在し
なくとも特化が形を成し，交易が展開されていく可能性がある。
Beckmann＝Puu［４］は，von Thünenの議論の発展化を試み，２次元空間に展開する連続的財
フローをベクトル場で表わす空間経済モデルの中で，比較優位性に依存しない特化の発生可能性を
説いた。
このとき，財フローが輸送費用の負担を招くとき，その輸送費用函数の形状の如何が，輸送活動
のあり方に影響をもたらし得る。かかる費用が財フローの逓増的増加函数の形を成すとき，最適水
準を上回る過大な輸送活動が展開される非効率が発生する可能性が潜在する。
我々の本稿の目的は，上の Beckmann＝Puu, op. cit., の示唆にしたがいながら，輸送費用が逓増
的増加函数の形をとるところでの空間経済の効率性，特化の発生可能性をみることにある。
まず，費用最小化の意義をみた後，輸送費用函数の形状の違いが効率性に及ぼす影響をみる。第
２節では，想定される空間経済が特定された後，１次同次生産函数の要素を成す資本，労働，そし
て土地が満たすべき生産効率性の条件が導かれ，次いで，財フローが満たすべき効率性条件が導か
れ，特化の発生可能性が確かめられる。そこで，財フローの過大化による財フロー効率性が歪めら
れる可能性をみる。最後に，若干の結論的言及がなされる筈である。
なお，本稿は，最終稿ではない。
第１節 費用最小化と効率性
1．最小費用原理――予備的考察
本節では，空間経済における輸送費用の意義をみる。
本項では，効率性基準としての輸送費用の最小費用原理（least−cost principle）の意義をみる。１）
伝統的立地論（traditional location theory）と空間経済学（spatial economics）とを隔てる差異は，
輸送費用の形での距離に対する明確な認識の有無に求められよう。そこでの輸送費用は，人的，物
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的かつ情報的移動に際して伴なうそれと考えられる。
輸送費用の空間的構造から，以下の原理に基づく代替的な距離（metric）が生れる。地点 A から
地点 Bまでの経済距離（economic distance）は，対象を A から B へ移動させる際の最小費用（least
cost）として定義される。そこでは，
d（A，B）＞０ if AB （１）
d（A，A）＝０ if A＝A （２）
かつ，三角不等式
d（A，C）d（A，B）d（B，C） （３）
が最小費用の定義から成立するから，d（・，・）は，距離（metric）を定義する。
しかるに，かかる距離は，一義的に定義されない。地点 A から B への輸送費用は，B から A そ
のそれと均等するとは限らないし，輸送体系が時間経過とともに，変化したり，時期的にその状態
が変化したりするかもしれない。距離の概念の多義性は，立地分析上無視し得ない困難となる。そ
こで，経済空間における距離を定義する輸送費用の最小費用原理（least−cost principle）を想定し
よう。
いま，空間座標（spatial coordinates）
－
x＝（x１，x２）を想定し，等方的（isotropic），すなわち，方向
に依存せず，立地点の位置座標のみに依存する輸送費用
k＝k（
－
x）＝k（x１，x２） （４）
を想定する。
２点
－
x０＝（x１０，x２０），－x＝（x１，x２）の間の距離は，輸送費用の積分値



k（x１（s），x２（s））ds （５）
を最小化する最短経路（shortest path）を求めることによって得られる。
原点を固定することによって２つの曲線（群）が得られる。すなわち，
 最小費用移動，すなわち最短経路の軌跡である輸送線（transportation lines）
 原点から等距離に在る点を連結させた軌跡である等長線（isovectures）
が，それである。
まず，原点
－
x０から
－
x への輸送費用の最小値を λ（
－
x）とすれば
λ（
－
x）＝




k（x１（s），x２（s））ds （６）
がしたがう。λ（
－
x）は，最短経路
－
x＝
－
x（s）に対し，
－
x０から
－
x への経済距離（economic distance）を与
える。
いま，
  dx
ds
－＝
dx１
ds ，
dx２
ds

＝（x１，x２）＝－x （７）
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と表わせば，
grad λ＝k －
－
x
｜x｜
（８）
 
がしたがう。ただし，
－
x/｜
－
x｜は，長さ１の単位ベクトルである。ここで，最短経路をたどる任意の
フロ ・ーベクトルを φ とすれば，（８）式は，
grad λ＝k φ
｜φ｜
（９）
の形をとる。（９）式は，勾配法則（gradient law）に相当する。（８），（９）式は，最短経路と等長線が
直交することを意味し，輸送費用が方向に依存しない等方性をもつとき常に成り立つ。
しかるに，（x１０，x２０）から出発する最短経路（群）の等距離に在る点を連ねていけば等長線が得られ
る。逆に，等長線（群）に対する直交線を描けば最短経路を示す輸送線が得られる。すなわち，曲線
（群）の一方が決まれば，他方も決まってくることになる。このことは，地区の輸送単位費用 k（x）
が最小輸送費用値 λ（
－
x）の勾配の絶対値として得られることを意味する。すなわち，
k（
－
x）＝｜grad λ（
－
x）｜ （１０）
がしたがう。
ここで，最も簡単な代替的距離の例，すなわち k（
－
x）が一定となるそれを想定し，
k（
－
x）≡１ （１１）
と設定しよう。かかる距離は，Euclidean距離（Euclidean metric）として知られる。このとき，最
短経路は，直線となり，輸送費用が，
λ（
－
x）＝


ds＝


（dx１２dx２２）
１
２＝［（x１x１０）２（x２x２０）２］
１
２ （１２）
で表わされるとき，等長線は円となる。（図－1参照。）
さて，以下で，（１０）式の帰結を利潤動機に由来する競争市場経済のもつ経済力（economic forces）
の作用を通じて裏付けてみよう。
閉地域 A 内の空間市場が均衡を達成し得るための必要・十分条件は，集計的需要と供給が均等
しなければならないことである。いま，地域（面積）A 当たりの超過需要，すなわち，超過需要密度
（excess demand density）q を立地点
－
x の函数
q＝q（
－
x）＝q（x１，x２） （１３）
で表わせば，空間市場均衡条件は，


q（x１，x２）dx１dx２＝０ （１４）
となる。地域間の交易が存在しない，すなわち
q（x１，x２）≡０ （１５）
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がしたがうところで，（１４）式は，もし，負の超過需要を伴なう余剰が生ずる地区があれば，正の超
過需要を伴なう欠損が生ずる地区が存在しなければならないことを意味している。
地区間交易における財の移動は，連続フロー場（continuous flow field）で表現される。その各
点において，移動する財の方向と，それに対応する財フロー量が存在する。この両者は，地区財フ
ロ ・ーベクトル φ（x１，x２）として定義される。
交易が存在しない，すなわち，生産も消費も行なわれず，流入しそのまま流出する通過フロー
（through flow）も存在しない区域において，フロー場は消滅する。また，供給区域ないし市場区
域の中心たる孤立点（isolated points）や供給区域，市場区域間の境界線上に展開する点において
は，１つ以上の方向のフロー場が存在する。しかるに，かかる特異点（sigularities）は，測度ゼロ
の区域を占めることになり，費用・便益の経済計算の積分において無視され得る。
上のフロー場と地区超過供給の間の関係は，流体力学における流体フローとその源点（sources），
沈点（sinks）の間のそれに対応し，
q（x１，x２）＝divφ（x１，x２）
＝
φ１
x１

φ２
x２
（１６）
で表わされる。（１６）式の関係は，発散法則（divergence law）と呼ばれる。２）ただし，φ＝（φ１，φ２）で，
フロ ・ーベクトルを表わす。
また，地域 A の境界を越える財フローが存在しないとする仮定は，
φn＝０ on A （１７）
図－1
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で表わされる。n は，境界に対する外向きの法線方向を示し，φnは，その方向のベクトル要素，A
は，A の境界を表わす。
ところで，完全競争の下で，空間的に拡張された財市場において効率的な資源配分がなされてい
るものとする。このことは，需要，供給を所与とすれば，総輸送費用が最小化されることを意味す
る。
いま，立地
－
xにおいて，立地に依存する財１単位を距離１単位だけ輸送する際の費用を k（
－
x），
同じく立地
－
xに依存する財価格を λ（
－
x）と改めて定義する。ここで，方向 φ に距離 ds 分だけ離れた
隣り合わせの立地点との間での財１単位の交易からの利益（gain from trade）は，
Dφλ（－x）ds （１８）
で表わされる。ここで，Dφは，接平面上の無数の接ベクトルの中で方向が φ に特定されたそれを
指し，方向微係数（directional derivative）と呼ばれる。しかるに，均衡において，交易利益は必
要費用 k（
－
x）ds を上回ることはできない。すなわち，
Dφλ（－x）dsk（－x）ds （１９）
がしたがう。この関係は，全方向のフロー φ に対しても妥当しなければならない。また，λ（
－
x）の
最も急峻な増加の方向（direction of steepest increase）は勾配方向に他ならず，方向微係数の値は，
したがって，勾配の絶対値に一致する。（１９）式は，立地要素
－
x を省略すれば
｜grad λ｜k （２０）
と表現し直される。さらに，交易が実行されるためには，いずれの交易当事者も損失を蒙ることは
できない。このことは，交易利益は，φ０のとき常に輸送費に均等しなければならないことを意
味し，
｜grad λ｜＝k where φ０ （２１）
がしたがう。このとき，輸送費用に等しい利益を実現する交易方向は，勾配方向となり，
φgrad λ （２２）
がしたがう。（２１），（２２）式は，
k φ
｜φ｜
＝grad λ whenever φ０ （２３）
を導く。（２０），（２３）式は，空間的に拡張された市場，すなわち空間市場における価格均衡条件を与
える。かかる条件は，勾配法則（gradient rule）と呼ばれ貨幣的変数間の均衡条件を表わす。他方，
発散法則（（１６）式）は，数量的変数間の均衡条件を表わす。
以上から，（１６），（２０）かつ（２３）式は，地域 A における均衡条件体系を構成する。このとき，境界
A においては，数量的条件（（１７）式）のみが必要とされる。
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2．非線形輸送費用
本項では，輸送費用が非線形の形をとる場合をみてみる。３）
標準的なケースにおいては，フロー場の勾配がフロー力（strength of the flow）とは無関係であ
るという解の特性をもつ。しかしながら，それは，輸送費用がフロー密度と非線形の関係に立つと
ころでは妥当しない結論である。
さて，非線形な輸送費用は，一般的に
k＝k（｜φ｜，x１，x２） （２４）
で表わされる。
ここで，k が，｜φ｜のベキ函数となる Cobb＝Douglas型函数の形をとる場合を想定しよう。すな
わち，
k＝k（x１，x２）｜φ｜b b＞１ （２５）
と想定される。このとき，b＞１のときに限り，単位費用はフローの増加函数となり，総輸送費用
は，フロー密度の凸函数となる。
さて，発散法則と境界条件を制約とするところで，費用最小化の問題は，Lagrange函数 L に対
して，
minL＝min
｜φ｜
［k（x１，x２）｜φ｜bλ（divφq）μφn］dx１dx２ （２６）
で表わされる。ただし，λ，μ は，それぞれ制約条件としての発散法則と境界条件に関する Lagrange
乗数である。
いま，（２６）式を要素表示すれば，
minL＝min
φ１，φ２
k（x１，x２）（φ１２φ２２）
b
２λ
φ１
x１
φ２
x２
qμφn］dx１dx２ （２７）
がしたがう。（２７）式に対し，φi（i＝１，２）を制御変数として変分法を適用すれば，
｜φ｜
φi
＝（φ１２φ２２）
１
２/φi＝（φ１２φ２２）‐
１
２・φi＝
φi
｜φ｜
i＝１，２ （２８）
なる関係を考慮するとき，Euler方程式は，ベクトル表示で
bk｜φ｜b１ φ
｜φ｜
＝grad λ （２９）
or bk｜φ｜b２φ＝grad λ （３０）
で表わされる。ここで，（３０）式の両辺のノルムをとれば
bk｜φ｜b１＝｜grad λ｜ （３１）
を得る。
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（３１）式から，b＞１の下で，フロー量は価格の勾配の上昇とともに増加し，｜grad λ｜と｜φ｜が均等
化するまで限界費用 bk｜φ｜b１は増加し続けることが帰結される。
ここで，上のベキ値を b＝２と特定化してみよう。すなわち
k（｜φ｜，x１，x２）＝k（－x）｜φ｜
２ （３２）
と想定される。Euler方程式は，（３０）式を考慮すれば
２k（
－
x）φ＝grad λ （３３）
で表わされる。（３３）式を発散法則に代入し，φ を消去すれば
div
－
１
２k（x）grad λ

＝q in A （３４）
がしたがう。このとき，境界条件は
（grad λ）n＝０ on A （３５）
の形をとる。（３４），（３５）式は勾配 grad λ のタームによる方程式であり，λ は１次変換まで，すなわ
ち，加法的定数項まで一意であることが確かめられる。
次に，輸送費用が立地点に依存しない，すなわち
k（x１，x１）＝－k＝
１
２ （３６）
なる場合を想定しよう。直ちに（３４），（３５）式は，要素表示で，
２λ
x１２
 
２λ
x２２
＝q（x１，x２）＝０ in A （３７）
λ
n＝０ on
A （３８）
で表わされる。（３７）式の左辺はLaplacianと呼ばれ，（３７），（３８）式は，Poisson方程式（Poisson’s
equation）と呼ばれ，明示的な解をもつことが知られている。４）
ところで，輸送費用が２次ベキ函数で示される場合について，費用最小化問題と利潤最大化問題
が双対関係に立つことを確かめておこう。
いま，費用最小化問題を
min
φ
	
１
２k｜φ｜
２λ（divφq）μφn
dx１dx２ （３９）
と特定化し，上の同様の手続きを適用すれば最適条件
k φ＝grad λ （４０）
がしたがい，上の問題の解
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φ＝１k grad λ （４１）
を得る。解（（４１）式）を上の積分に代入すれば
V＝
１
２φ grad λλ divφqλμφn

dx１dx２
＝
１
２φ grad λdiv（λφ）qλμφn

dx１dx２
＝（λφ）ndsqλ
１
２φ grad λ

dx１dx２ （４２）
がしたがう。ただし，
φnds＝divφ dx１dx２＝q dx１dx２（＝０） （４３）
が適用された。境界条件によって線積分は消滅するから（４３）式はゼロとなり，（４２）式は，
V＝qλ
１
２k（grad λ）
２
dx１dx２ （４４）
に帰着する。
今度は，逆に，凹函数（４４）式を λ に関して最大化する問題を考えよう。問題は，制約なしの変分
問題となり，解
q＝div	
１
k grad λ


 （４５）
がしたがう。ここで，（４１）式を考慮すれば，直ちに，制約式
divφq＝０ （４６）
が満たされ，自由境界条件
１k（grad）n＝０ on A （４７）
or φn＝０ （４８）
がしたがう。
以上から，輸送費用が２次ベキ函数となるところでの輸送費用最小化の双対問題は，制約なしの
最大化問題
max
λ
qλ１２k（grad λ）２ （４９）
で表わされることが帰結される。
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3．逓増的増加型費用函数
本項では，単位費用が財フローの逓増的増加函数となるところでの混雑現象の発生可能性をみる。
前項で議論された輸送費用の非線形性は，立地のみに依存する単位費用と財フロー量のベキの積
となる Cobb＝Douglas型函数の形で想定された。以下では，単位費用が立地のみならず，財フロ
ーの増加函数となる場合を想定する。
いま，輸送単位費用 k（｜φ｜，x１，x２）が財フロー量，したがって輸送量｜φ｜の逓増的増加函数である
ものとする。すなわち，立地座標を省略すれば
k′（｜φ｜）＞０ （５０）
k″（｜φ｜）＞０ （５１）
が満たされるものと仮定される。このとき，
d
d｜φ｜［k（｜φ｜）｜φ｜］＝k（｜φ｜）k′（｜φ｜）｜φ｜＞０ （５２）
d２
d｜φ｜２［k（｜φ｜）｜φ｜］＝２k′（｜φ｜）k″（｜φ｜）｜φ｜＞０ （５３）
がしたがい，総輸送費用は，｜φ｜に関して凸函数を成すことが確かめられる。
ここで，発散法則と境界条件を制約として，総輸送費用最小化の問題を考えよう。
上と同様の手続きから，問題は，Lagrange函数 L に対して，
minL＝min
|φ |
［k（｜φ｜）｜φ｜λ（divφq）μφn］dx１dx２ （５４）
で表わされる。（５４）式は，要素表示すれば
minL＝min
φ１，φ２
k（φ１２φ２２）
１
２（φ１２φ２２）
１
２λ
φ１
x１
φ２
x２
qμφn］dx１dx２ （５５）
と書改められる。ここで，φi（i＝１，２）を制御変数として変分法を適用すれば，Euler方程式
k′（｜φ｜）｜φ｜φi
｜φ｜
k（｜φ｜）φi
｜φ｜
λ
φi
φi
xi
＝０ i＝１，２
がしたがう。ベクトル表示に戻せば
（k（｜φ｜）k′（｜φ｜）｜φ｜）φ
｜φ｜
＝grad λ （５７）
を得る。
しかるに，（５７）式には，単位費用が立地のみに依存する場合には存在しない k′（｜φ｜）｜φ｜なる追加
項が含まれている。k（｜φ｜）は，輸送費用の平均費用であり，k（｜φ｜）｜k′（｜φ｜）｜φ｜は限界費用を与
えることに留意すれば，均衡において限界費用が平均費用を上回っていることが確かめられる。
上の議論は，輸送網がMeade［１２］の言う環境創出型（creation of atmosphere）型の公共財であ
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り，定率通行料金制の下で自由利用が許される中，排除可能性（excludability）が働かず輸送当事
者が便益が費用を上回っている限り輸送量の増加を継続させる一種の輸送路線獲得競争（battle of
capture）に駆り立てられる可能性が潜在する情況を想起させる。５）それは，当事者が平均便益と平
均費用が一致する水準に輸送量を決定する平均原理（‘average’ principle）が支配する情況でもある。
かかる情況の下では，最適水準を上回る過大な輸送量が混雑現象（congestion）を招き，効率性の
歪み（distortion）がもたらされる。（図－2参照。）
しかるに，かかる混雑現象に対処する一つの方法は，k′（｜φ｜）｜φ｜の追加項の部分を，例えば混雑
通行税（congestion toll charge）として当事者に負担させるそれである。このとき，当事者は，純
便益最大化ないし輸送費用最小化を図るべく限界便益と限界費用を一致させる限界原理（‘marginal’
principle）を回復することになる。（図－2参照。）
１） 本項の議論は，Beckmann［２］，Beckmann＝Puu［４］，Beckmann＝Thisse［５］，Puu［１３］，［１４］に負う。
２） 証明として，Beckmann＝Puu, op. cit.,（Appendix），Zhang［１６］（Chap．８），Kreyszig［９］（Chap．１０）参照。
図－2
k（｜φ｜）｜φ｜
λ｜φ｜
｜φ｜
０ ｜φ＊｜ ｜φ｜
MC
AC
λ
｜φ｜０ ｜φ＊｜ ｜φ｜
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３） 本項の議論は，Beckmann＝Puu, op. cit.,（Chap．２）の示唆に負う。
４） Hotelling［７］，Beckmann［３］が人口移住（migration）の問題に適用を試みた。
５） 例えば，Haveman［６］，Weitzman［１５］参照。
第２節 地理的特化
1．空間経済の生産過程
本節では，輸送費用が財フローの逓増的増加函数となる情況の下において，生産活動が地理的に
特化されていく可能性をみる。６）
本項では，想定される生産過程を特定化する。
さて，x１，x２を空間座標とし，境界A をもつ２次元 Euclidean空間の地域 A を想定する。地域 A
では n 種の財が生産され，立地点 x１，x２で消費に供される量を q１，q２，…，qnとする。地区効用函数を
u（q１，q２，…，qn；x１，x２） （５８）
で表わせば，被最大化総効用
V＝u（q１，q２，…，qn；x１，x２） （５９）
が定義される。
次に，生産過程を規定する。
地域 A で利用可能な生産要素として，無費用で移動可能な資本，労働，そして移動不能な土地が
想定される。このとき，生産過程は，立地 x１，x２に限定されることなく地域全域において一様に展
開されるものとする。資本，労働，土地の地区密度（areal densities）を，それぞれ ki，li，miで表わせ
ば，１次同次生産函数
f i（ki，li，mi）≡mi f i（ki /mi，li /mi，１） i＝１，２，…，n （６０）
が定義される。
一例として，効率係数 Ai，資本，労働，土地の生産弾力性 αi，βi，γiに対し，生産函数を
f i（ki，li，mi）＝Aikiαi l iβimiγi （６１）
と特定してみよう。資本，労働，土地の限界生産力は，それぞれ
f i
ki
＝αiAi kiαi１liβimiγi （６２）
f i
li
＝βiAi kiαi l iβi１miγi （６３）
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f i
mi
＝γiAi kiαi l iβimiγi１ （６４）
で表わされる。ここで，Euler法則を適用すれば
f i
ki
ki
f i
li
li
f i
mi
mi＝f i （６５）
がしたがい，さらに，両辺を f iで除せば
f i
ki
ki
f i
f i
li
li
f i
f i
mi
mi
f i＝１ （６６）
がしたがう。しかるに，左辺の各項は，資本，労働，土地の生産弾力性 αi，βi，γiに他ならず
αiβiγi＝１ （６６）′
がしたがう。
さて，i 財の地区超過供給は
f i（ki，li，mi）qi （６７）
で表わされ，i 財のフローを φi（i＝１，２，…n）で表せば，これらフローはベクトル場（vector fields）
となる。すなわち，各 φiがその要素として空間座標 x１，x２の函数となる２次元ベクトルとなる。ベ
クトル場は，方向と規模（長さ）をもち，方向はフローが向かうそれであり，規模はフローの財発送
量に相当する。
ところで，Gauss発散定理（Gauss’s divergence theorem）によれば，ベクトル場の発散は財輸
送のごとき圧縮不能なフローの源点密度（source density）となる。このとき，源点密度は地区超
過供給となり，
divφi＝f i（ki，li，mi）qi （６８）
がしたがう。（６８）式は，フロー方向 φi｜φi｜と右辺の超過供給量とが決まるとベクトルの規模（長さ）
｜φi｜を与える偏微分方程式となる。
ここで，財の輸送は，費用として資本と労働の投入を要請するものとし，必要投入量は，財フロ
ー｜φi｜に対し，それぞれ κi（｜φi｜）｜φi｜，λi（｜φi｜）｜φi｜で与えられ，κi′＞０，κi″＞０；λi′＞０，λi″＞０がした
がうものとする。
したがって，i 財の生産は，ki単位の資本量と l i単位の労働量の投入を要請し，他方，その輸送
は，κi（｜φi｜）｜φi｜単位の資本と λi（｜φi｜）｜φi｜単位の労働の投入を要請することになり，地域 A の利用
可能な資本，労働の集計量 Κ，L に対し，資源制約式


（kiκi（｜φi｜）｜φi｜）dx１dx２＝Κ （６９）


（liλi（｜φi｜）｜φi｜）dx１dx２＝L （７０）
がしたがう。
すでに示唆したごとく，資本，労働は無費用で移動可能であるのに対し，土地は生産過程内での
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移転が可能であるにすぎない。したがって，地区利用可能土地集計量 m を m＝１と正規化すれば，
制約式


mi＝m＝１ （７１）
がしたがう。７）
2．生産効率性
本項では，想定される経済の生産過程の効率性をみる。
想定される経済における効率的資源配分は，前項で示された総効用を制約条件の下で最大化すべ
くスカラー場，ベクトル場を選ぶことによって達成される。
問題は，制約条件（（６８）―（７１）式）の下で総効用（（５９）式）を ki，li，mi，qiそして φiに関して最大化す
ることであり，Lagrange函数 L
L＝｛u（q１，q２，…，qn；x１，x２）

pi［divφif i（ki，li，mi）qi］
r

［kiκi（｜φi｜）｜φi｜Κ］w

［liλi（｜φi｜）｜φi｜L］g（

mim）｝dx１dx２ （７２）
が定義される。ただし，pi，r，w，g は，それぞれ，制約条件（６８），（６９），（７０），（７１）式に関する Lagrange
乗数であり，各財のシャド ・ープライス，資本賃料，賃金率，そして地代に相当し，最適化行動をと
る個々の主体から成る競争市場における均衡価格とみなすことができる。
上の Lagrange函数を最大化する ki，li，miが満たすべき最適条件は，それぞれ
pi fki（ki，li，mi）＝r （７３）
pi fli（ki，li，mi）＝w （７４）
かつ
pi f im（ki，li，mi）＝g （７５）
で表わされる。ただし， fki，fl i，f imは，それぞれの限界生産力である。
しかるに，（７３）―（７５）式は，利潤最大化を図る企業が満たすべき最適条件とみなすことができる。
生産函数が１次同次性を満たすとき，資本，労働，土地のそれぞれの限界生産力 fki，fl i，f imはゼロ次同
次函数となることを想起すれば，（７３），（７４）式は，
fki（ki /mi，li /mi，１）＝r/pi （７６）
fl i（ki /mi，li /mi，１）＝w/pi （７７）
と表現し直される。このとき，利潤最大化の２階条件が満たされるところで Jacobian行列は非ゼ
ロとなる。
ところで，陰函数定理（implicit function theorem）によれば，８） n 次元空間における方程式体系
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F（x，α）＝０の解を（x０，α０）とするとき，内生変数の Jacobian行列が解（x０，α０）において非ゼロとなる
とき，α０の近傍のすべての α に対し，x０の近傍に F（x＊，α）＝０を満たす一意の x＊が存在する。言換
えれば，体系は，α の函数として内生変数の均衡値 x＊を局所的に定義する。このとき，x＊＝x（α）と
表わすことができる。
上の議論を最適条件体系に適用すれば，（７６），（７７）式は，逆函数 Fki，Fliに対し，
ki /mi＝Fki（r/pi，w/pi）， （７８）
li /mi＝Fli（r/pi，w/pi） （７９）
を導く。
ここで，（７５）式を
g/pi＝ f im（ki /mi，li /mi，１） （８０）
と変形し，（７８），（７９）式を代入すれば
g/pi＝ f im（Fki（r/pi，w/pi），Fli（r/pi，w/pi，１） （８１）
がしたがう。（８１）式は，生産物価格と３つの要素価格を関連づけており，したがって，r，w，g が所
与のとき，生産が施行されるすべての立地点で，生産物価格 p１，p２，…，pnが決定されることが示唆
される。
さて，上で導かれた生産の最適条件（（８１）式）と個別企業の利潤最大化行動からのそれとの整合性
をみてみよう。
いま，企業は，無費用で移動可能な資本と労働を資本賃料 r，賃金率 w で自由に調達可能である
ものとする。さらに，企業は，自らの生産を含めた経済活動に利用可能な一定量 m の土地を所有
するものとする。
ここで，資本と労働に関する（７８），（７９）式を生産函数に代入し，（６０）式を用いれば，企業の利潤
は，


｛pi f i（Fki（r/pi，w/pi），Fli（r/pi，w/pi），１）rFki（r/pi，w/pi）wFli（r/pi，w/pi）｝mi （８２）
で表わされる。
いま，企業は，土地の利用可能量に関する制約条件（（７１）式）の下で利潤最大化を図るものとする。
しかるに，利潤式（（８２）式）から明らかなごとく被最大化函数と土地が線形関係にあるから，企業は，
pi f irFkiwFli （８３）
を最大化する i 財の生産活動にすべての土地を充当する，すなわち mi＝m＝１と設定し，i 財生産
以外の活動に対しては mi＝０と設定する。もし，複数の生産活動が等利潤をもたらすとすれば，そ
のすべてに対して（８１）式が妥当する。等利潤を土地所有企業に帰着する地代としての利潤 g とみ
なせば，すべての生産活動が実施されるとき，すべての i に対し，
pi f irFkiwFli＝g （８４）
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がしたがう。
さて，企業に最大利潤をもたらすのは i 財であり，したがって，土地は，i 財生産にすべて充当
されるものとする。同次函数に対する Euler定理
f i＝fkiki fl ili f immi （８５）
を想起し，（７６），（７７）式，および（７８），（７９）式を考慮すれば
f im＝
fi
mi fk
i ki
mi fl
i li
mi
＝
fi
mi
r
pi Fk
iwpi Fl
i （８６）
を得る。このとき，mi＝m＝１がしたがうから，（８６）式は，
pi f im＝pi f irFkiwFli＝g （８７）
or
g
pi＝ f
i
m （８８）
と変形される。（８８）式は，最適条件（（８１）式）に一致する。
以上から，（計画当局が導く）生産の最適条件が，利潤最大化を図る個々の企業から成る市場が導
くそれと一致することが確かめられた。
ところで，移動可能な資本，土地に関する制約条件（（６９），（７０）式）は積分形を成しており，制約が
地域 A の全域レベルでのものであることを意味している。したがって，そこでの Lagrange乗数 r，
w は立地座標に関して一定でなければならず，資本，労働の配分に関する効率性条件は，資本賃料，
賃金率が立地に左右されないそれであることを要請している。しかるに，移動不能な土地に関する
制約条件（（７１）式）は積分形を成しておらず，したがって地区レベルでの制約にすぎないことを意味
している。したがって，そこでの Lagrange乗数である地代に関しては，同様の議論は妥当しない。
以上から，空間的な財価格の変化は，専ら，地代の変化によって決定されること，資本賃料，賃
金率は，資本，労働の配分の効率性の要請によって空間的に不変であることが帰結される。
3．地理的特化
本項では，地域を構成する各地区が多数種の生産活動の中の特定の活動を専らとする，すなわち，
地理的特化が発生する可能性をみる。
伝統的経済理論では，交易の発生要因は生産要素の移動不可能性に由来する地域的な比較優位性
（comparative advantages）に求められてきた。しかるに，上では，資本，労働の生産要素は無費用
で自由に空間的，すなわち立地点間の生産活動間を移動するものとされた。前項でみたごとく，資
本賃料，賃金率は生産効率性の要請で空間的に不変となることが確かめられた。移動不能な土地に
ついては，各立地点において，生産活動間への土地の区割りのみが考慮される。さらに，同一生産
活動が地域全体で展開可能であり，そこでの特化は比較優位性に起因しない類の地理的特化（geo-
graphical supecialization）とでも呼べるそれであると言える。９）
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さて，かかる特化の発生可能性をみるために立地の空間座標の函数である地区財フローの最適水
準，すなわち，発散法則，資本と労働の集計的利用可能量，地区の土地利用可能量の制約の下で総
効用を最大化する財フロー量が満たすべき最適条件を導いておこう。
問題は，形式的には，制約条件（（６８）―（７１）式）の下で総効用（（５９）式）を φiに関して最大化するそ
れとなる。
再び，Lagrange函数 L
L＝｛u（q１，q２，…，qn；x１，x２）

pi［divφif i（ki，li，mi）qi］
r

［kiκi（｜φi｜）｜φi｜Κ］w

［liλi（｜φi｜）｜φi｜L］g（

mim）｝dx１dx２ （８９）
で定義される。
さて，上の Lagrange函数に対して，制御変数を φiとして変分法適用すれば，Euler方程式
［r（κiκ′i｜φi｜）w（λiλ′i｜φi｜）］φi｜φi｜＝gradpi （９０）
がしたがう。
（９０）式の条件は，財フローの方向 φi/｜φi｜が piの最も急峻な増加の方向，すなわち gradpiに一致
すること，さらに，フロー線に沿って piが［r（κiκ′i｜φi｜）w（λiλ′i｜φi｜）］の率で増加することを
意味している。しかるに，κiκ′i｜φi｜，λiλ′i｜φi｜は，それぞれ i 財１単位を１単位の距離だけ輸送す
るに際して必要とする費用としての資本，労働の使用量に相当するから，上の［r（κiκ′i｜φi｜）
w（λiλ′i｜φi｜）］は，地区輸送費用を与える。さらに，Lagrange乗数 piは i 財価格とみなせるから，
（９０）式は各財フローがその価格の最も急峻な増加の方向に向いており，この方向の価格は輸送費用
分だけ上昇することを示唆している。
ところで，上で示唆したごとく，地域における資本，労働の効率的配分は資本賃料，賃金率が立地
から独立であることを要請した。資本，労働は，自由に移動可能であれば最も高い報酬を約する場
を求めて移動していくからである。したがって，資本，労働が無費用で移動可能であるとする想定
の下では，要素価格は，空間的に均等化する。この結果，κi，λiは空間座標の函数であるから最適
経路に沿った価格 piもまた空間座標の函数となる。すなわち，（９０）式から
｜gradpi｜＝r（κiκ′i｜φi｜）w（λiλ′i｜φi｜） （９１）
がしたがう。（９１）式は，空間座標の函数となる右辺をもつ価格に関する偏微分方程式となる。
しかるに，前項で導かれた生産の最適条件を与える（８１）式は，r，w が所与の下で，（７６），（７７）式
の体系の Jacobian行列が非ゼロであるとき，そして，その限りにおいて，g と piは連続写像で１
対１の対応関係をもつことを意味したことを想起すれば，piは，
pi＝pi（g） （９２）
と陽表化される。直ちに，（９２）式から
pi
xt
＝pi′（g）
g
xt
t＝１，２ （９３）
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がしたがい，ベクトル表示をすれば
gradpi＝pi′（g）gradg （９４）
と表現され，さらに，
｜gradpi｜＝pi′（g）｜gradg｜ （９５）
を導く。
ところで，（９１）式の右辺は，空間座標の函数であり，また，φi＝（φ１i（x１，x２），φ２i（x１，x２）），かつ｜φi｜＝
［（φ１i）２（φ２i）２）］
１
２であることを想起すれば，例えば
r（κiκ′i｜φi｜）w（λiλ′i｜φi｜）＝ηi h（x１，x２） （９６）
で表わすことができよう。１０）ただし，ηiは，i 財の財特性を表わす定数である。
上の簡単化のための仮定は，ある地区におけるある財１単位の輸送費と別の財１単位の輸送費の
間のスケール差が定数 ηiを比例定数とする比例関係にあり，その関係が，たとえば，一方が他方
の２倍となるごとき差が地域のいずれの個所においても成立することを意味する。このとき，（９１）
式と（９５）式を｜gradpi｜について解き，等値化すれば
ηi h（x１，x２）＝pi′（g）｜gradg｜ （９７）
がしたがう。
いま，i 財と j 財が，共に（９７）式を満たすものとすると，
ηi
ηj
＝
pi′（g）
pj′（g）
（９８）
がしたがわなければならない。しかるに，（９８）式は
ηj pi′（g）ηi pj′（g）＝０ （９９）
を意味する。このとき，pi′（g）と pj′（g）は，１次従属（linear dependent）の関係に立つことになる。
しかしながら，n 種の財の生産函数は相互に独立したそれであり，したがって，かかる独立した
生産函数に依存して決定された最適条件（（９１）式）から（９７）式が導かれたことを考慮すれば，pi′（g），
pj′（g）が１次従属の関係に立つ理由はなく，i 財，j 財が同一地区内で同時に生産される可能性は存
在し得なくなると帰結される。
以上から，輸送対象となる財に関して，地域内の各地区で生産される財は，１種類に限定される，
すなわち，地理的特化（geographical specialization）が現出することが結論される。生産函数の連
続性と（７６），（７７）式の体系の Jacobian行列の非ゼロ性は，かかる特化が，孤立点（ないし曲線）のご
とき測度ゼロをもつ集合に妥当するだけでなく，それぞれの特化された活動をもつ区域を集めた有
限個の部分地域に地域全体が分割されることを保証している。
von Thünenが地区間に生産性較差が存在しないにも関わらず，同心円輪の形状をもつ地域にお
いて特化が現出する可能性を説いたことは，知られている。そこには，伝統的理論が特化の発生要
因とする比較優位性は存在しない。上の議論から推断される特化要因は，本源的生産要素の投入か
ら多数の生産物が産出されるとき，産出物価格とこの少数の投入要素価格とが連結することにある
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と結論し得る。すべての生産物が等しく利益をもたらすためには，それら価格が明確に，空間的に
連動しなければなない。結果として，２次元空間自体に固有な特化パターンとなる。空間的次元
（spatial dimension）をもたない伝統的経済理論において，かかる特化が発生しないのは当然のこ
とである。１１）
さて，最後に，上の生産と輸送の最適条件が，効用函数（（５８）式）から独立に導かれることに注意
しなければならない。利用可能な財に対し各地区が与える評価づけの如何に関わらず，資本と労働
は最高の報酬を求めて立地点間を自由に移動する結果として，資本賃料，賃金率を空間的に均等化
される。生産は，土地所有企業が地区の地代に等価となる筈の利潤を最大化するかのごとく編成さ
れる。そして，財フローは，価格が最も急峻な増加を示す方向に向かい，そこでの価格増加は，地
区輸送費用に均等化する。結果として，財フローが存在するならば，地区毎に特定の１財が専ら生
産される特化が現出することになる。
また，計画当局の問題である資源配分の最適化とそのための条件は，利潤動機の下で合理的行動
を図る資本家，労働者，土地所有生産者，そして輸送業者から成る市場経済が導く均衡条件と一致し
た。
他方，財の輸送に際して輸送費が財フローの逓増的増加函数を成すところで，公共財に準ずる輸
送経路の確保のための競争が誘発され，主体は平均原理に則った行動に駆られ，最適量を上回る過
大な輸送が促され混雑現象がもたらされる可能性が潜在する。主体が平均原理から限界原理に則っ
た行動への転換を図るべく，κ′i｜φi｜分の通行税の追徴が必要とされる。１２）
最後に，生産，輸送活動が，総効用（効用函数）から独立に展開される中で，効用函数が役割を果
たす唯一の最適条件は
u/qi＝pi （１００）
であり，地域全域において，限界効用が財価格と均等することを要請する。地区の財価格と地区の
財消費を関連づける枠組の中では，追加的制約として作用する筈である。
６） 本節の議論は，Beckmann＝Puu, op. cit.,（Chap５）の発展化の性質をもつ。
７） 利用可能な土地のある部分が，既に何らかの輸送施設建設のために使用されていたり，将来的使用目的のた
めに利用不能であったりする可能性を考慮すれば，一般には，m＜１が妥当する余地がある。
８） 陰函数定理（implicit function theorem）に関しては，例えば，Azariadis［１］（Technical Appendices, A.２），
Kamien＝Schwartz［８］（Appendix, Section５）等参照。
９） 立地条件との依存性を重視するのであれば，地区的特化（local supecialization）と呼ぶこともできよう。
１０） かかる簡単化の仮定は，単位輸送費用が財フローに対し一定である場合における Beckmann＝Puu, op. cit.,
（Chap．５，Section５．１．５）において設けられた仮定に準ずるものである。
１１） 上と異なる接近法による空間経済における特化の発生可能性の議論として，Krugman＝Venables［１１］，お
よび，収穫逓増性の支配するところでの活動拠点の地理的分散化の可能性の議論として，Krugman［１０］参
照。
１２） 上の議論は，G. Hardinが提起した「共有地の悲劇」（the tragedy of the commons）のモデルを嚆矢とする
体制選択のイデオロギーを含むそれとは無縁であることは言うまでもない。
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結びにかえて
１９６０年代から７０年代前半にかけて公共財の最適配分をめぐる議論が盛りを極めた。しかるに，消
費局面では，集合的消費財（collective consumption goods），生産局面では集合的生産要素（collec-
tive factors of production）の名の下に，それぞれの最適消費，最適供給のあり方が別個の局面の問
題としてしばしば問われた。さらに，道路利用，海洋利用の最適性をめぐる議論は，それぞれ，準
公共財（quasi public goods），自由接近可能な共有財産（common property）の最適利用という，
非排除性をめぐる別の局面の問題として展開された。
しかるに，上では，空間的に拡張された財市場を加えた経済において，消費過程，生産過程，そ
して輸送過程が展開する情況が想定された。
まず，輸送過程における輸送費用函数の形状の違いに応じて異なった輸送費用最小化条件がした
がうことが確かめられた。
次いで，n 種財の消費水準と立地の空間座標を要素とする総効用を，資本量，労働量，土地利用量，
そして財フロー量（輸送量）を選ぶことによって最大化を図る問題が想定された。
そこでの生産過程では，最適条件が，資本，労働，土地の１次同次生産函数の下で，各生産物価格
と地代が１対１の対応を消費過程，輸送過程から独立に導かれることが帰結される。
次に，輸送過程の最適条件は，財フローの方向と財価格の勾配（gradient）が一致することを要
請した。ここでの最適条件も，生産過程，消費過程から独立に導かれた。
さらに，生産過程の最適条件と輸送過程のそれから，簡略化の仮定を通じて，地域を構成する地
区レベルにおいて専ら特定の１財が生産される地理的特化が比較優位性に依存することなく導かれ
る可能性をみた。
しかるに，輸送過程における輸送費用が財フローの逓増的増加函数の形をとるところでは，上の
準公共財，共有財産が直面する最適水準を上回る過大利用にともなう混雑化が現出する可能性が潜
在する。相応の通行料を追徴することによって輸送路線を私的財とみなし限界原理に基づき利潤最
大化ないし費用最小化を図る誘因を輸送業者に回復させる方途が示唆された。
上の議論を中間財（intermediate goods）が存在する場合へ適用することは，我々の議論の興味
深い発展化の一方向となるかもしれない。
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